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一
般
市
街
化
区
域
へ
の
生
産
緑
地
地
区
指
定
に
関
す
る
質
問
主
意
書

生
産
緑
地
地
区
の
指
定
状
況
は
、
い
わ
ゆ
る
「
宅
地
並
み
課
税
」
が
行
わ
れ
て
い
る
三
大
都
市
圏
の
特
定
市
街
化
区
域
と
、

そ
れ
以
外
の
一
般
市
街
化
区
域
の
間
に
大
き
な
格
差
が
あ
る
。
入
手
で
き
た
最
新
デ
ー
タ
の
平
成
二
十
二
年
で
見
る
と
、
特
定

市
街
化
区
域
農
地
の
五
十
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
に
対
し
、
一
般
市
街
化
区
域
の
農
地
は
僅
か
〇
・
一
パ
ー
セ
ン
ト
に
過
ぎ
な
い
。

生
産
緑
地
法
の
目
的
と
固
定
資
産
税
の
実
態
か
ら
考
え
て
納
得
し
が
た
い
格
差
な
の
で
、
ま
ず
経
過
を
確
認
す
る
。

生
産
緑
地
地
区
は
、
第
七
十
二
回
国
会
で
誕
生
し
た
生
産
緑
地
法
（
昭
和
四
十
九
年
法
律
第
六
十
八
号
）
で
指
定
さ
れ
る
。

背
景
に
は
、
前
年
に
特
定
市
街
化
区
域
の
Ａ
・
Ｂ
農
地
へ
の
宅
地
並
み
課
税
導
入
を
可
決
し
た
際
、
衆
参
両
院
の
地
方
行
政
委

員
会
が
附
帯
決
議
で
生
産
緑
地
創
設
の
検
討
を
求
め
た
こ
と
が
あ
る
。
制
定
時
の
審
議
で
、
生
産
緑
地
は
「
良
好
な
都
市
環
境

の
形
成
を
は
か
る
た
め
の
都
市
計
画
上
の
施
策
」
で
、
宅
地
並
み
課
税
を
救
済
す
る
制
度
で
は
な
い
の
で
、
宅
地
並
み
課
税
適

用
除
外
と
い
う
メ
リ
ッ
ト
は
な
い
が
、
全
国
の
市
街
化
区
域
を
対
象
に
指
定
を
進
め
る
と
説
明
さ
れ
た
。

二
年
後
の
昭
和
五
十
一
年
に
、
第
百
八
十
回
国
会
衆
議
院
質
問
第
三
百
号
「
市
街
化
区
域
農
地
へ
の
「
農
地
に
準
じ
た
課

税
」
に
関
す
る
再
質
問
主
意
書
（
以
下
「
再
質
問
主
意
書
」
と
呼
ぶ
）
」
の
答
弁
書
が
認
め
た
よ
う
に
、
い
わ
ゆ
る
「
農
地
に

準
じ
た
課
税
」
（
以
下
「
準
じ
た
課
税
」
と
呼
ぶ
）
が
誕
生
し
、
宅
地
並
み
課
税
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
市
街
化
区
域
農
地

一



で
も
増
税
が
開
始
し
た
。

生
産
緑
地
法
は
、
第
百
二
十
回
国
会
で
大
幅
に
改
正
さ
れ
た
（
平
成
三
年
法
律
第
三
十
九
号
）
。
こ
の
改
正
は
、
「
大
都
市

圏
の
市
街
化
区
域
内
農
地
に
つ
い
て
、
宅
地
化
す
る
も
の
と
保
全
す
る
も
の
と
の
区
分
を
都
市
計
画
上
明
確
に
す
る
」
と
説
明

さ
れ
た
。
宅
地
並
み
課
税
の
対
象
が
特
定
市
街
化
区
域
の
全
体
に
拡
大
さ
れ
、
同
時
に
「
長
期
営
農
継
続
農
地
」
が
廃
止
さ
れ

る
結
果
、
一
般
農
地
と
し
て
固
定
資
産
税
等
の
課
税
を
受
け
て
営
農
を
継
続
す
る
に
は
、
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
が
必
須
と
な

る
。
こ
れ
に
応
じ
、
農
地
等
の
持
つ
緑
地
機
能
を
積
極
的
に
評
価
し
て
都
市
に
お
け
る
農
地
等
の
適
正
な
保
全
を
図
る
こ
と

が
、
国
と
地
方
公
共
団
体
の
責
務
と
し
て
生
産
緑
地
法
に
明
示
さ
れ
た
。

生
産
緑
地
法
改
正
の
時
点
で
、
「
準
じ
た
課
税
」
は
誕
生
か
ら
す
で
に
十
五
年
が
経
過
し
、
一
般
市
街
化
区
域
と
、
特
定
市

街
化
区
域
で
宅
地
並
み
課
税
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
農
地
の
税
額
は
、
一
般
農
地
の
十
倍
前
後
に
な
っ
て
い
た
と
考
え
ら
れ

る
。
し
か
も
、
宅
地
並
み
課
税
の
最
終
税
額
は
、
特
例
が
適
用
さ
れ
て
い
る
一
般
住
宅
用
地
と
同
レ
ベ
ル
な
の
に
対
し
、
当
時

は
準
じ
た
課
税
に
は
特
例
の
適
用
が
な
く
、
よ
り
重
か
っ
た
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
改
正
案
の
審
議
で
、
説
明
す
る
政
府

も
、
質
問
す
る
議
員
も
、
準
じ
た
課
税
に
触
れ
て
い
な
い
。

生
産
緑
地
地
区
と
宅
地
並
み
課
税
を
三
大
都
市
圏
の
特
定
市
以
外
へ
拡
大
し
た
い
と
考
え
て
い
る
か
と
い
う
小
川
信
議
員
の

二



質
問
に
、
建
設
省
建
設
経
済
局
長
は
、
「
三
大
都
市
圏
の
特
定
の
市
街
化
区
域
内
農
地
に
つ
き
ま
し
て
、
税
制
の
見
直
し
に

伴
っ
て
今
回
の
改
正
を
お
願
い
し
て
い
る
わ
け
で
ご
ざ
い
ま
す
。
（
中
略
）
そ
れ
以
外
の
地
区
に
つ
き
ま
し
て
、
た
だ
い
ま
御

指
摘
の
問
題
に
つ
き
ま
し
て
は
現
在
考
え
て
お
り
ま
せ
ん
」
（
第
百
二
十
回
国
会
衆
議
院
建
設
委
員
会
議
録
第
七
号
十
四
頁
）

と
説
明
し
た
。
都
道
府
県
と
市
町
村
へ
の
指
導
に
関
し
て
も
、
建
設
省
都
市
局
長
が
、
「
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
受
け
ま
し

た
農
地
と
そ
れ
以
外
の
農
地
に
つ
き
ま
し
て
課
税
上
の
取
り
扱
い
が
違
っ
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
そ
こ
に
焦
点
を
絞
っ
て
お
る

（
中
略
）
具
体
的
に
は
三
大
都
市
圏
の
百
九
十
に
及
び
ま
す
特
定
市
を
中
心
に
行
政
指
導
し
て
ま
い
り
た
い
」
（
同
十
五
頁
）

と
答
え
て
い
る
。
い
ず
れ
も
、
準
じ
た
課
税
が
存
在
し
な
い
か
の
よ
う
な
答
弁
で
あ
る
。

野
党
議
員
の
発
言
に
も
、
準
じ
た
課
税
を
知
っ
て
い
る
と
判
断
で
き
る
も
の
は
見
出
せ
な
い
。
と
く
に
「
三
・
三
平
方
メ
ー

ト
ル
当
た
り
の
評
価
額
が
三
万
円
未
満
の
市
街
化
区
域
農
地
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
は
今
ま
で
農
地
課
税
で
あ
っ
た
わ
け
で
あ
り

ま
し
て
」
（
同
二
十
頁
）
と
発
言
し
て
い
る
堀
込
征
雄
議
員
は
、
知
ら
な
い
こ
と
が
明
確
で
あ
る
。
こ
の
原
因
は
、
準
じ
た
課

税
の
説
明
を
政
府
が
避
け
て
き
た
点
に
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
再
質
問
主
意
書
の
答
弁
書
は
、
第
七
十
七
回
国
会
で
増
税
を
説
明

し
な
か
っ
た
理
由
を
、
「
附
則
第
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
、
（
中
略
）
さ
ら
に
課
税
の
適
正
化
を
図
る
た
め
検
討
を
加
え
、
そ

の
結
果
に
基
づ
き
、
昭
和
五
十
四
年
度
分
の
固
定
資
産
税
か
ら
適
用
さ
れ
る
よ
う
必
要
な
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
る
べ
き
も
の
と
さ
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れ
て
い
た
か
ら
」
と
し
て
い
る
。
こ
の
附
則
第
十
八
条
は
、
三
年
後
の
第
八
十
七
回
国
会
で
「
昭
和
五
十
四
年
度
分
」
が
「
昭

和
五
十
七
年
度
分
」
に
改
め
ら
れ
、
第
九
十
六
回
国
会
の
地
方
税
法
改
正
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
十
号
）
で
削
除
さ
れ
た
。

両
国
会
と
も
、
準
じ
た
課
税
の
説
明
は
な
か
っ
た
。

制
度
改
正
に
伴
う
三
大
都
市
圏
に
お
け
る
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
作
業
は
、
宅
地
と
し
て
の
課
税
を
避
け
ら
れ
る
経
過
措
置

の
期
限
で
あ
る
平
成
四
年
末
に
完
了
し
た
。
そ
の
後
の
運
用
に
つ
き
、
建
設
省
都
市
局
長
が
「
生
産
緑
地
法
の
運
用
に
つ
い

て
」
と
い
う
通
達
（
建
設
省
都
公
緑
発
第
七
号
、
平
成
五
年
一
月
二
七
日
、
以
下
「
旧
通
達
」
と
呼
ぶ
）
を
発
し
た
。
今
後
の

指
定
に
触
れ
て
い
る
の
は
、
「
三
大
都
市
圏
の
特
定
市
に
お
け
る
平
成
五
年
以
降
の
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
に
つ
い
て
」
と
い

う
項
だ
け
で
あ
る
。
三
大
都
市
圏
以
外
へ
の
指
定
に
つ
い
て
は
言
及
が
な
く
、
生
産
緑
地
地
区
を
「
特
定
市
街
化
区
域
の
た
め

の
制
度
」
と
考
え
、
準
じ
た
課
税
に
よ
る
増
税
を
見
過
ご
し
て
い
る
。

そ
の
後
の
地
方
分
権
に
伴
っ
て
通
達
は
廃
止
さ
れ
、
「
都
市
計
画
運
用
指
針
」
が
作
成
さ
れ
た
。
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
に

関
す
る
説
明
の
表
題
か
ら
、
「
三
大
都
市
圏
」
と
い
う
文
言
は
削
除
さ
れ
た
が
、
今
後
の
指
定
に
つ
き
、
「
例
え
ば
、
以
下
に

示
す
よ
う
に
例
外
的
に
、
農
地
所
有
者
等
の
意
向
把
握
に
基
づ
く
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
今
後
も
行
う
こ
と
が
考
え
ら
れ

る
」
と
、
厳
し
く
制
約
し
て
い
る
。
示
さ
れ
た
ア
か
ら
エ
の
例
示
は
、
旧
通
達
一
項
（
�
）
の
①
か
ら
④
を
受
け
継
い
で
お
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り
、
三
大
都
市
圏
の
町
村
が
市
と
な
っ
た
場
合
に
つ
き
、
括
弧
内
に
「
特
定
市
街
化
区
域
農
地
等
と
な
っ
た
時
に
限
る
」
と
明

記
す
る
な
ど
、
旧
通
達
を
踏
襲
し
て
い
る
。
最
後
の
「
な
お
、
こ
の
ほ
か
、
地
域
の
実
情
を
踏
ま
え
た
都
市
計
画
決
定
権
者
の

判
断
に
よ
り
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
」
も
旧
通
達
一
項
に
あ
り
、
位
置
が
違
う
だ
け
で
あ

る
。特

定
市
街
化
区
域
と
一
般
市
街
化
区
域
の
間
に
あ
る
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
格
差
に
は
、
以
上
の
よ
う
な
国
の
指
導
が
影
響

し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
市
議
会
の
質
疑
を
調
べ
て
も
、
一
般
市
街
化
区
域
で
あ
る
福
島
市
で
は
、
平
成
十
五
年
九
月
十
五

日
に
、
市
街
化
区
域
農
地
に
平
均
で
調
整
区
域
農
地
の
約
三
十
八
倍
の
固
定
資
産
税
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
の
で
生
産
緑
地
法
の

適
用
を
考
え
て
ほ
し
い
と
い
う
質
問
に
、
都
市
政
策
部
長
が
「
現
在
の
福
島
市
に
お
い
て
は
生
産
緑
地
地
区
制
度
を
導
入
す
る

状
況
に
は
な
い
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
一
方
、
平
成
十
八
年
の
合
併
に
よ
っ
て
特
定
市
街
化
区
域
と
な
っ
た
北
名
古
屋
市
で

は
、
翌
平
成
十
九
年
十
二
月
十
三
日
の
市
議
会
で
、
建
設
部
建
設
担
当
次
長
が
、
「
市
街
化
区
域
内
農
地
は
宅
地
化
す
る
用
地

と
保
全
す
る
用
地
に
区
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
」
と
、
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
作
業
に
と
り
か
か
っ
て
い
る
。

準
じ
た
課
税
の
最
終
税
額
は
、
よ
う
や
く
平
成
十
五
年
に
、
宅
地
並
み
課
税
と
同
じ
一
般
住
宅
用
地
の
水
準
に
軽
減
さ
れ
た

が
、
こ
の
時
も
準
じ
た
課
税
に
関
す
る
説
明
は
な
か
っ
た
。
そ
の
後
も
増
税
が
次
第
に
進
行
し
、
総
務
省
の
平
成
二
十
三
年
度

五



固
定
資
産
概
要
調
書
に
よ
る
と
、
準
じ
た
課
税
対
象
農
地
の
税
額
は
、
全
国
平
均
で
田
は
一
般
農
地
の
約
五
十
倍
、
畑
は
約
百

倍
に
な
っ
て
お
り
、
す
で
に
田
で
面
積
の
五
十
二
パ
ー
セ
ン
ト
、
畑
で
も
二
十
五
パ
ー
セ
ン
ト
が
最
終
税
額
（
い
わ
ゆ
る
「
本

則
課
税
」
）
に
達
し
て
い
る
。
本
則
課
税
に
達
し
た
農
地
に
宅
地
並
み
課
税
を
課
し
た
場
合
、
固
定
資
産
税
は
増
加
せ
ず
、
逆

に
「
宅
地
並
み
課
税
開
始
時
の
経
過
措
置
」
で
四
年
間
に
わ
た
っ
て
減
税
に
な
る
。
こ
こ
に
至
る
ま
で
放
置
さ
れ
続
け
て
い
る

一
般
市
街
化
区
域
内
の
農
地
に
つ
き
、
直
ち
に
扱
い
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
の
で
、
以
下
質
問
す
る
。

一

確
か
に
、
準
じ
た
課
税
が
誕
生
し
た
当
時
、
国
土
庁
と
建
設
省
は
増
税
の
地
方
拡
大
に
反
対
し
て
い
た
。
だ
か
ら
と
い
っ

て
、
準
じ
た
課
税
を
、
生
産
緑
地
法
改
正
に
際
し
て
見
過
ご
し
、
税
額
が
最
終
額
に
近
づ
い
て
い
る
現
在
も
な
お
傍
観
し
続

け
て
良
い
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。
一
般
市
街
化
区
域
に
お
い
て
も
、
宅
地
並
み
の
税
額
を
止
め
る
方
法
は
生
産
緑
地
地
区
の

指
定
し
か
な
く
、
生
産
緑
地
法
第
二
条
の
二
が
国
に
課
し
た
責
務
が
果
た
さ
れ
て
い
な
い
。
一
般
市
街
化
区
域
へ
の
増
税
開

始
の
説
明
を
避
け
、
生
産
緑
地
地
区
の
指
定
を
抑
え
て
き
た
経
過
を
踏
ま
え
、
今
後
の
方
針
を
明
ら
か
に
さ
れ
た
い
。

右
質
問
す
る
。
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